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野邊　政雄
　メルボルンのグレン・アイラ市に住む高齢女性に2005年と2006年に聞き取り調査をおこ
ない，彼女たちの語りを既に『研究集録』に発表した。その語りを理解することの助けとな
るように，メルボルンの歴史をまとめた。
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⑻近隣関係
　筆者はメルボルンの近隣関係がかつてどうであっ
たかについて聞き取り調査をおこなったことがある
（野邊 2002）。1950年代の近隣関係は現在と比べて
どのように相違するかを次の２点にまとめることが
できる。
　第１に，近隣関係が親密であり，近所の人々がさ
まざまなことで助け合っていたことである。近所の
家を訪問し，歓談することは日常的に広くおこなわ
れていた。当時，家の広い裏庭で野菜や果物を栽培
したり，鶏を飼っていたりしていた。人々は自宅の
庭で取れた野菜，果物，卵を日常的に近所の人々に
あげたり，そうした農産物を近所の人々からもらっ
たりしていた。近所の家の人が病気のときは，デザ
ートを持って行ってあげたりもしていた。近所の
人々との助け合いは，子育てにも及んでいた。子供
のいる親たちは交代で子供を学校に連れて行ってい
た。また，両親に緊急な用事があるときには，近所
の家の人に子供を一時あずかってもらうこともしば
しばあった。
　第２に，宗教による社会の分断があったことであ
る。カトリック教徒と英国教会（Anglican）教徒が
近所に住んでいても，相互に不信感を抱いていて，
近隣交際をおこなっていなかった。カトリック教徒
の住民は近所のカトリック教徒の住民とだけつき合
い，英国教会信徒の住民は近所の英国教会信徒の住
民とだけつき合っていた。近所に住む異なった宗教
（宗派）の住民と「こんにちは」くらいの挨拶は交
わしたが，それ以上の深いつき合いをしなかった。
宗教（宗派）によって，子供が通学する学校も違っ
ていた。カトリック教徒の住民は子供を公立学校で
なくカトリック系の私立学校へ行かせることが多か
った。そして，子供が異なった宗教（宗派）を信奉
する近所の家に行って，その家の子供と遊ぼうとす
ると，子供の両親はそれを引き止めた。これは，子
供が将来異なった宗教（宗派）を信仰する人と結婚
することが起こらないようにするという配慮からで
ある⑽。
　当時，カトリック教徒というのはアイルランド系
住民やイタリア系住民であり，英国教会信徒という
のはイギリス系住民であることが通例であった。こ
のことから，カトリック教徒には労働者階級が，英
国教会信徒には中産階級が多かった。そこで，英国
教会信徒とカトリック教徒とが近隣交際を避けてい
たことは，民族および社会階級で住民が社会的に分
断されていたということとも重なり合っていた。
　1960年代に，近隣関係はしだいに疎遠となって
ゆき，近所の人々が助け合うこともなくなっていっ
た。親密な近隣関係や近所の人々の間での助け合い
が消失していったのには，次の４つの理由がある。
　第１に，テレビの普及がある。オーストラリアで
は1956年にテレビ放送が始まり，多くの家庭が
1960年代にテレビを購入した。家庭でテレビを見
ながら一家団らんをおくることが多くなり，近所の
人々とつき合わなくなっていった。また，家族でテ
レビを見ている家庭を訪問することは一家団らんを
じゃますることになるから，近所の人々を訪問する
ことを差し控えるようになっていった。
　第２に，既婚女性が1960年頃から社会進出をす
るようになったことである。1950年代には，女性
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が結婚すると専業主婦となり，家事や育児のために
家庭にいることが当たり前のことと考えられてい
た。1960年頃から，女性は結婚しても働き続けよ
うになり，平日の昼間に自宅にいなくなった。また，
就労する既婚女性は家事を週末におこなうようにな
ったので，週末でも近隣交際のために時間を取れな
くなった。
　第３に，自家用車の普及である。自家用車が広く
一般に行き渡るようになっただけでなく，夫婦それ
ぞれが車を持つようになった。そのために，住民が
近所を歩くことが少なくなった。
　第４に，両親は子供を近所で遊ばせなくなったこ
とである。子供をきっかけに，近所に住む親どうし
が知り合いになることが多い。しかし，子供への性
的いたずらが増えたので，親は子供を家の前の歩道
などで近所の子供たちと遊ばせなくなった。そこで，
子供を介して親どうしが知り合いになることが少な
くなった。
　これら４つの理由から，1960年代に親密な近隣関
係や近所の人々の間での助け合いが消失していった。
　1960年代に入ると，宗教による社会の分断とい
うことも徐々に弱まっていった。オーストラリア人
は宗教の違いに寛容となってゆき，宗教が違うとい
ったことで近隣交際をしないといったことがだんだ
んとなくなっていった。とくに1970年代と1980年
代にそれが進んだ。今ではカトリック教徒，英国教
会の信徒，メソジスト教徒，ユナイティング・チャ
ーチの信徒は異なった宗教（宗派）に寛容である。
ただし，子供を私立のカトリック学校にやったり，
定期的に教会に通っているカトリック教徒は依然と
して排他的であることが多いという⑾。
　ところで，言語テストによって非白人移民を排除
してきた移民制限法は1958年に廃止され，1960年
代には白豪主義が実質的に終焉を迎えた。1973年
には労働党政権の移民大臣であるアル・グラズビー
が同化主義に代わって多文化主義を提唱した。オー
ストラリア人は異なった宗教（宗派）の人々をも受
容する寛大な態度を取るようになっていったが，こ
れは白豪主義の終焉や多文化主義への移行と関連し
ていると考えられる。
５　ロング・ブームの時代以降（1970年代半ば以降）
⑴都市構造の変化
　前述したように，ロング・ブームの時代に，企業が
都心（中心業務地区）から郊外に移転し，就労者の
雇用場所が郊外に増加した。このことは，製造業と
小売業でとくに顕著であった。その結果，メルボルン
における就労者のうち，雇用場所が中心地域（都心
と都心を取り囲むインナーサバーブ）にある割合が著
しく減少した。数値をあげると，その割合は1961年
に55％であったが，1971年には42％に低下した。
1970年代初めにロング・ブームが終わると，メルボ
ルンの人口や就労者はロング・ブームの時代ほど増
加しなくなった。それでも，企業が郊外へ移転し，就
労者の雇用場所が郊外に増加する傾向は続いた。ス
プロール化が進んで新たな郊外が開発されると，ス
ーパーなどの小売業がそこに進出し，公共サービス
がその住民へ提供された。さらに，郊外は土地が低
廉なことから，製造業や倉庫業もハイウェーに近い郊
外へ移転した。郊外の住民を雇用しやすくなることも，
郊外に移転する理由であった。雇用場所が郊外に拡
散した結果，中心地域が雇用場所として占める割合は
1986年に28％まで低下した（O＇Connor and Rapson 
2003: 45）。
　1986年以降は，中心地域が大きく発展するよう
になった。経済のリストラクチャリングによって，
ニューエコノミーのサービス業（コミュニケーショ
ン・サービス，金融と保険，不動産とビジネス・サ
ービス）が中心地域で発展し，その産業で働く専門
職，準専門職，管理職，経営者が増加している。メ
ルボルンにおけるニューエコノミーのサービス業就
労者のうち，中心地域で就労する割合は1996年に
53％であったが，2001年にその割合は56％になった。
そして，1996年に専門職や準専門職として中心地
域で就労する割合は35％であったが，2001年に36
％となった。また，1996年に管理職や経営者とし
て中心地域で就労する割合は32％であったが，2001
年に33％となった。ニューエコノミーのサービス
業が発展したことに伴って，中心地域では雇用も増
加している。1986年に100万人であったメルボルン
の就労者は2001年に143万人まで増加した。この
15年間に就労者が43万人増加したが，その26％は
中心地域における増加であった。中心地域で雇用が
増加しているために，雇用場所が中心地域である就
労者の割合は1986年からあまり変化していない。
数値をあげると，その割合は1991年に29％，1996年
に27％，2001年に28％であった（O＇Connor and 
Rapson 2003: 45-47）。
　フォスター（Forster 2004: 58-63）は2001年の国
勢調査のデータを用いて，メルボルンの就労者の雇
用場所を分析した。就労者がメルボルンに143万人
いたが，そのうちの27.8万人がメルボルン市（イン
ナー），メルボルン市（その他），サウスバンクドッ
クランズといった都心で働いていた。つまり，雇用
場所の19％が都心にあった。そして，これらの地
域の就労者はおおかた専門職，準専門職，管理職，
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経営者であった。都心を取り囲むポートフィリップ，
ヤラ，プラーランといったインナーサバーブでは，
14万人が働いていた。つまり，雇用場所の10％が
都心にあった。ここでも，就労者のほとんどがそう
した仕事に従事していた。企業が郊外に移動した結
果，就労者の雇用場所は都心やインナーサバーブだ
けでなく，メルボルンの郊外全体に広がっていった。
以前から工業地帯であったメルボルンの西部（マリ
ビノング，サンシャイン，アルトナ），北部（ブラ
ンズウィック，ノースコート，ウィトルシィー），
南東部（キングストン，ダンデノン）では，2001
年においても肉体労働の仕事に就く人が多かった。
これに対して，歴史的に中産階級のサバーブであっ
たメルボルンの東部（マルベルン，カンバーウェル，
ボックスヒル）では，就労者は専門職，準専門職，
管理職，経営者が多かった。
⑵ジェントリフィケーション
　メルボルンでは，ジェントリフィケーションが
1960年代後半から始まった。ジェントリフィケー
ションとは，労働者階級の人々が住んでいたインナ
ー・サバーブの住宅が改修されて，中産階級の人々
がそこに住むようになることである。カールトンに
ある19世紀に作られたテラスハウスが改修されて，
中産階級の人々がそこに住むようになったのが，メ
ルボルンにおけるその嚆矢である。その後，他のイ
ンナー・サバーブにも急速に広まった。前述したよ
うに，ロング・ブームの時代に，南ヨーロッパ出身
の移民はインナー・サバーブに飛び地を作って定住
したが，そうした地域でもジェントリフィケーショ
ンがおこなわれた。さらに，住宅だけでなく，イン
ナー・サバーブにある工場や倉庫も取り壊されて，
中産階級の人々の住宅となった。前述したように，
もともとインナー・サバーブには工場や倉庫があっ
たが，ロング・ブームの時代に外縁部へ移転してい
た。インナー・サバーブに残っていた工場や倉庫は
アパートやタウンハウスに建てかえられて，中産階
級の人々の住居となった。
　ジェントリフィケーションが起こった背景には，
ロング・ブームの時代に都心がビジネス街になった
ことがある。都心で勤務する，大学卒で，専門職に
就き，収入の高い若者が職場の近くに住居を求めた
ので，インナーサバーブの住宅需要が高くなった。
そこで，ジェントリフィケーションがインナーサバ
ーブで広まった。
　ところで，ウィリアムズタウンは都心に近いイン
ナー・サバーブではないが，かつては労働者階級の
サバーブであった。ここでも，住宅が建て替えられ
て，中産階級の人々が居住するようになった
（Forster 1999:102）。今日，ウィリアムズタウンは
流行の最先端をゆく地域となっている。
⑶アーバン・コンソリデーション
　オーストラリアは世界の中で都市化が最も進んだ
国の１つであり，州の人口の大半が州都に集まって
居住している。しかし，都市化が最も進んだ国であ
るというイメージとは裏腹に，メルボルンを始めと
する州都の人口密度はとても低い。これは，第２次
世界大戦後から市街地の外側に次々と郊外を開発し
て，広い庭付きの一戸建て住宅を建設してきたから
である。
　1980年代後半から，州政府の州都都市計画局は
従来の都市開発の方針を変更し，アーバン・コンソ
リデーション（urban consolidation）を促すように
した。これは，次のようなことである。既存の市街
地には広い庭の付いた一戸建て住宅が建っている。
既存の市街地の電気，上下水道，道路などといった
インフラが十分に活用されていないままで，市街地
の外側に郊外を次々と開発してゆくことは，経済的
ではない。また，人口密度がとても低いことから，
多くの人々は通勤，通学，買い物などのために自家
用車を運転して長距離を移動している。このライフ
スタイルは環境にやさしいとはいえない。そこで，
既存の市街地の人口密度を高めることが提案される
ようになった。具体的には，既存の市街地に建つ一
戸建て住宅を取り壊して，アパート，フラット（平
屋の長屋形式の住宅），タウンハウス（隣家と壁を
共有する住宅）などにしたり，一戸建て住宅の裏庭
に更に一戸建て住宅を建設したりする。こうして既
存の市街地の人口密度を高め，そこにある生活関連
施設をより有効に利用すれば，都市のスプロール化
の速度を遅らせることができる。また，人口密度を
高めることで，自家用車に過度に依存したライフス
タイルを変えることができる。アーバン・コンソリ
デーションとは，広い庭の付いた一戸建て住宅を異
なった形式の住宅に建て直すことによって既存の市
街地の人口密度を高めることである。
　州政府の州都都市計画局がアーバン・コンソリデ
ーションに舵を取ったために，開発されてから長い期
間が経過したメルボルンの市街地では，一戸建て住
宅をアパート，フラット，タウンハウスに建て替える
ことが増えている。また，一戸建て住宅の裏庭に一戸
建て住宅を更に建設することもおこなわれている。メ
ルボルンでは，1991年から2001年にかけて建設され
た住宅の40％は，アパート，フラット，タウンハウス
のような複数住居からなる住宅（multi-unit housing）
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であった。そして，その都市における一戸建て住宅の
割合は，その期間に77％から74％に下がった。複数
住居からなる住宅が多数建設されたにもかかわらず，
一戸建て住宅の割合がそれほど低下しなかったのは，
既に建っている住宅の大部分が一戸建て住宅である
ためである（Buxton and Tieman 2005）。
⑷住宅の購入可能性
　前述したように，1950年代や1960年代には，家
族の中で夫だけが稼ぎ手でも，それなりの暮らしを
しながら，住宅ローンを返済して住宅を購入できた。
しかし，その後，経済情勢が大きく変わり，住宅を
購入することが経済的にむずかしくなった。1970
年半ばから1980年代にかけて，オーストラリア経
済は停滞していた。しかし，住宅価格は実質賃金の
上昇よりも高騰し，住宅ローンの金利が上がった。
とくに，1980年代初めに連邦政府がオーストラリ
アの金融システムの規制を緩和した後，住宅ローン
の金利は急騰した。メルボルンでは，住宅の平均価
格は1979年に40,300オーストラリア・ドルであっ
たが，1986年には83,600オーストラリア・ドルと
なった。高い金利のために，1986年当時，住宅ロ
ーンを返済する家族は週に平均204オーストラリア・
ドルをそれにあてていた。そして，この額は収入の
49％に相当した（Daly 1988: 159）。こういった経済
情勢になったので，たとえ夫婦共働きであっても，
収入のよくない職業に就いている家族の場合，住宅
ローンの返済は容易ならざることとなった。夫が収
入のよくない職業に就いており，夫だけが稼ぎ手で
ある家族の場合には，それは更に困難である。1970
年代半ば以降，失業率が高くなった。失業者にとっ
ては，住宅を購入することはまったく手の届かない
ことである。
　1990年代半ば以降オーストラリア経済は好調であ
り，1990年代はじめに金利が急激に低下し，それ以
降金利は比較的低い。しかし，不動産価格が著しく
上昇し，その上昇は収入の上昇を凌駕しているため
に，州都での住宅の購入が1991年から，更にむずか
しくなっている（Forster 2004: 95）。そこで，若い人々
の中における自宅所有者（住宅ローンを返済中も含
む）の割合は1970年代とそれ以後で違いが生じてい
る。30歳から34歳までの人々に占める自宅所有者の
割合は1974年に69％であったが，1994年には55％
に低下した（Yates 2000）⑿。ただし，全世帯に占め
る自宅所有者（住宅ローンを返済中も含む）の割合
はオーストラリア全体で見ると1970年代からずっと
約70％であり，あまり変化していない⒀。これは，
ロング・ブームの時代に住宅を購入した年齢の高い
世代の世帯が多いからである。
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（注）
注10　2011年８月18日におこなったオーストラリ
ア国立大学の特任教授ラリー・サハ（Larry 
Saha）への聞き取り調査による。
注11　2011年８月18日におこなったオーストラリ
ア国立大学の特任教授ラリー・サハへの聞き取り
調査による。彼によれば，ユダヤ教徒，イスラム
教徒，キリスト教原理主義者は現在でも異なった
宗教に排他的であるという。
注12　オーストラリアでは，若者が職業に就いて
経済的に自立し，子供をもうける年齢が高くなっ
ている。そこで，30歳から34歳の自宅所有者の
割合が低下しているのは，自宅の購入を先延ばし
した結果であるという解釈もできる（Forster 
2006: 176）。
注13　メルボルンでは，全世帯に占める自宅所有者
の割合は，1976年に71％，1981年に69％，1986
年に73％であった（Frost and Dingle 1995）。

